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研究成果の概要（和文）：小学校の教科教育における学習内容のほか、建築教育の一環で行われ

る環境学習等を対象として 1990 年代以降を中心に文献・ヒアリング調査等からデータ収集と分

析を行い、持続可能な建築や都市の構築に資する住環境教育の初等教育課程における現在の位

置づけおよび持続的な在り方に向けた課題を整理した。また、循環可能な資源とされる木と住

まいを扱う住環境学習を事例に適応上の課題を抽出した。 
 
 
研究成果の概要（英文）：Focusing on the 1990s or subsequent ones, literature and interview 
investigations on built environment education were carried out. The contents of data were 
constructed by the subject education of an elementary school and the environmental 
education performed by a part of architectural education or built environment education. 
The issues towards the present positioning and the continuous way that should be in the 
elementary school education course of the living environment education which contributes 
to maintainable construction or city construction were overhauled. Moreover, the subject on 
the adaptation to an example by the living environment study treating the timber used as 
the resources through which it can circulate, and a home was extracted. 
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１．研究開始当初の背景 
(1) 国内では、1980 年代後半からの政府レ

ベルの環境教育が始まったとされるが

１）

、そ

の後、1990 年代に入り地球環境問題が社会

的に顕在化し、あらゆる学問分野において地

球環境問題に対する対応や概念再形成がな

された。これを受けて建築分野では 2000 年

代に入り、建築環境工学を中心として、住教

育や家庭科教育の発展形として、地球環境問

題や建築・都市環境問題を扱うような「住環

境教育」の実践が見られるようになった。し

かしながら、その多くが単発的な試みであり、

持続可能な社会の構築を目指す上では継続

的・計画的に実施されることが望ましい。特

に、次世代の育成の場、地域コミュニティー

再生の核にもなり得る学校において定着さ
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せる意義は大きい。これに加え継続性の観点

からも住環境教育の学校教育への適応の可

能性を検討することは重要である。 
 
(2) これと時期を同じくして 2000 年代に入

り「エネルギー環境教育」が理科教育を中心

としつつ、新学習指導要領を視野に入れなが

ら発展してきた

２）

。また、持続発展教育

（ ESD ： Education for Sustainable 
Development)の 10年が 2005年から始動し、

学校教育における環境教育の主題が増加す

ることが予想される。さらに、2011 年からの

新学習指導要領への移行を控え、各教育分野

の視点から実施されている環境関連教育の

学習内容の関係や学校教育全体の中での位

置づけが複雑または不確かになる可能性は

ある。 
 
(3) 持続可能な社会を構築するための人材

育成に対して、多様な人間生活の側面を扱う

建築分野において住環境教育を位置づける

ことが重要である。建築教育や住教育と言わ

れるものが学校教育の中で普及してこなか

った現状も踏まえ、学校教育の中で持続可能

な建築・都市の構築に繋がるような学習課題

を整理し、継続的な住環境教育の在り方を建

築分野から提示することは重要であると考

える。 
 
２．研究の目的 
 初等教育課程において、持続可能な建築・

都市の構築につながるような建築教育（ここ

では住環境教育とする）の持続可能な在り方

を提示することを目指して(1)～(3)の目的で

研究を実施する。 
 
(1) 国内の小学校等で実施される住環境教

育にはクロスカリキュラム化が試みられて

いるものもあり

３）

、教育課程の分野横断的な

課題として当該教育が位置づけられる傾向

もみられる。これは、多様な側面の課題をは

らむためでもあり、評価においても大きく分

けて教育・環境（政策）・建築分野の 3 つの

視点から、1990 年代以降の住環境教育の形

成過程を文献により整理する。 
 
(2) また、学校教育の中で住教育の取り組み

が先行する海外事例の収集、教育関係者から

のヒアリング調査等から、初等教育課程にお

ける住環境教育実施に向けての課題を整理

する。 
 
(3) 事例調査として、小学校で実施されてい

る木材に着目した住環境学習プログラムを

対象に、住環境教育を初等教育課程において

継続的に展開する可能性を検証し、課題を抽

出する。 

３．研究の方法 
(1)  前述の(1)、(2)に対して、1990 年前後

から環境教育の目的や主題が地域環境問題

から地球環境問題に移行したとされるため

４）

、

地球環境問題が一般に顕在化した時期であ

る 1990 年代以降のエネルギー環境教育や建

築教育の一環で行われる国内外の住環境学

習を調査対象とする。文献・教科書等の調査、

関係者へのヒアリング調査によってデータ

収集を行い、初等教育課程における住環境教

育の形成過程から位置づけを明確にした上

で、その継続実施に向けての課題を整理する。 
 
(2) 都市部の小学校 2 校（東京都杉並区）に

おいて、循環可能な資源とされる木を扱う住

環境学習が同一の学習目標の下、その学校の

地区特性・校舎特性に合わせて総合的な学習

の時間（以降、総合学習）を通して実施され

ている。これらを事例として、環境教育（森

林教育）や学校教育関係者へのヒアリング調

査、および学習指導要領改訂前後の教科書分

析を通して、小学校での教科教育としての継

続実施上の課題を抽出する。また、ESD から

の位置づけも試みることで、初等教育におい

て継続実施する上での課題を整理する。 
 

４．研究成果 

(1)  建築教育について、一般社団法人日本

建築学会を事例に、住環境教育に 80 年代か

ら携わってきた関係者らからのヒアリング

や文献調査から、住環境教育の形成過程を整

理した（表 1）。我が国の環境教育においては

1990 年に入り、地域環境（自然環境）から

地球環境の問題にもテーマが拡張されたと

される

４）

。建築や住環境の分野でも同様に、

地球温暖化対策やこれに付随する省エネル

ギーが学習の主題に加わるようになった。表

1 によれば、従来からの空間に関わる教育を

子ども達にも普及させようとする動きが 90
年代に始まっている。これに温暖化対策や住

宅政策、学校の省エネルギー化の動向と連動

するように、建築の計画だけでなく、建築環

境系の教育活動の動きが 2000 年代に入り現

れることが分かる。この省エネルギーに繋が

る住まい方や住まい等をテーマとする「住環

境学習」については、2002 年から導入され

た総合的な学習の時間の中で推進事業やモ

デル事業の一環として実施されてきた傾向

がある。このため現状では一過性の傾向は否

めず、教科教育で扱うような持続可能な学習

にはまだ位置づけられていないといえる。 
 また、元来「住」に関する学習内容は家庭

科に位置づけられるが、その時間数が極めて

少ないことに加え、先述の通り総合学習とし

て環境問題の観点から住まいや都市が扱わ

れてきたため、家庭科における「住環境学習」

の学習根拠が不明確にされた状況が窺えた。  



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(2) 事例研究として、循環可能な資源とされ

る木を扱う住環境学習の初等教育課程での

実施の可能性を検討した。 
 
①木に関する住環境学習プログラムの概要 
 表２に対象とする学習プログラムの概要

を示す。平成 22 年度から日本建築学会にて

開発が行われ、東京都杉並区の多摩産材を内

装材とする小学校（A 校）において H22 年度

から試行されている。H23 年度から、同区内

で地域材を用いない一般的な校舎（B 校）の

小学校でも、同じ学習目標のプログラムで地

域特性を活かした内容に修正が加えられた

ものが実施されている。 
 
 
②小学校における実施の現状 
 表３に実施の現状を示す。A 校は H22 年度

の試行当初から、研究授業として取り上げ、

小学校の教員自らが授業の構築を行った。た

だし、実施にあたっては、木の光合成と木材

への炭素固定量の知識など、事前に日本建築

学会の専門家から教育支援が行われ、説明用

の教材も共同で作成された。人工林を循環利

用する発想自体が、現行教員の世代には新た

な概念であり、外部の専門家や教材による支

援が必要な学習領域であると言える。学校や

公共施設等への地域材利用促進の制度が進

められようとしていることから、教育の支援

体制のほか、教科書への記述内容の一層の充

実が求められるものと考える。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表２ 木の住環境学習プログラムの概要 
タイトル 木のパワーを探ろう！「わたしたちの生活と

森と木」 

主対象 6 年生  

実施教科 A 校：総合学習＋図工 

B 校：総合学習＋算数 

関連科目 家庭科・理科・社会・国語・算数・図工 

学習の 

ねらい 

・建物や家具・道具など、身近に木を使うこ

との利点を知り、木の良さに気づき、木に

親しむ（居住環境・周辺環境に対する気づ

きを得る） 

・木材生産や木材を利用した仕事をする人た

ちがいることで、山林や里山が維持され、

地域の生態系の保全、治山治水が行われ、

まちと人の生活が守られていることを知る

（地域環境に対する気づきを得る） 

・樹木や木材が蓄えている炭素の量を計算し、

炭素が木を巡って循環すること、適切に管

理することで枯渇しない循環型資源となる

こと等、地球環境の保全上の役割を学ぶ（地

球環境に対する気づき） 

概要 身のまわりの木でできたもの探し、木に関す

る仕事をする方のお話、木の身体測定と固定

炭素量の計算、木工作などの体感学習から、

森と木とわたしたちの生活での二酸化炭素の

循環に気づき、木を伐って使うことの利点を

居住環境・周辺環境・地域環境・地球環境の

視点で学習する。 

外部協力 A 校：同校の内装材を扱う地元製材所 

B 校：学区内の家具工房、地元建築士 

表１ 日本建築学会における住環境教育の形成過程 



 

 

表３ 木の住環境学習プログラム実施状況 

時間 活動・学習内容 

１ 

・ 

２ 

1：木で出来たものが身近に沢山あるよ 

・「木の印象」のウェブマップ作成 

・木のトランプで札合わせ 

・自分の家や学校の「木」探し、身近な自

然、利用する自然に気づく 

・木のいいところ、困ったところ探し 

・感想と発表 

 

 

 

 

 

３ 

 

２：木の職人の仕事場訪問 

・地元の産業に関わる人について考える

（学校近くの家具工房訪問準備） 

４ 

・ 

５ 

・家具工房の訪問、直接対話で新しい職

域を知り、ものづくりの面白さに気づく 

６ 

 

３：校庭の樹木の身体測定をしよう！ 

・木の身体測定の目的、木が育つ仕組み

（光合成）の解説 

・木の高さと根元の太さの測定 

・木が蓄える 

 炭素量、二酸化 

 炭素量への計算 

 と換算 

・炭素量、 

 二酸化炭素吸収 

 量の把握 

・感想と発表 

 

７ 

 

４：森と木と木製品・建物と二酸化炭素

の循環を考えよう 

・たねあかしスライドと解説 

・ウェブマップへの追加記入で、木のパ

ワーを多角的に考える 

８ 

・ 

９ 

５：木（建築用板材）を使って作ろう！ 

・工作材料の板の観察とスケッチ 

・「節」「板目」「木表木裏」等、建築材料

としての木材の面白さを知る 

・建築用壁板（床板）材での家で使える

ものを工作 

・作品発表と展示 

  自分の作品・友達の作品を批評する。

木工を五感で表現する 

１

０ 

 

６：学習のまとめ 

・学習の振り返り 

・ウェブマップ追加記入し、学んだこと

を総合的に考える 

・感想と発表：自分の考えを伝えながら、

友達の考えも批評する。 

 
 

③小学校における継続実施の課題 
 木をテーマとした場合、新学習指導要領へ

の改訂前から「天然林の保全」「森林保全」「光

合成」「林業」等の学習要素が国語・理科・

社会の教科書に記述がみられるが、保全を中

心に学ぶことから木材の循環利用を肯定的

に捉える、または総合的に考える機会はほぼ

ないと思われる。我が国の主要な住宅は木造

であるが、伝統的な木造の住まいや、小学校

でフードマイレージを扱うように地域材の

カーボンフットプリントを問うような学習

は、家庭科の「住」で担うことが理想である

が、従来からの指摘の通り割り当て時間が少

ないことに加え、教科書への記述も見当たら

ないため、現状では教員自らが実施すること

は困難な状況である。家庭科教育の専門家か

らのヒアリングによれば、中等教育課程の家

庭科においては３R などの資源循環の学びが

あることから、初等教育よりも適応の可能性

はあることが分かった。 
 一方、森林教育の分野では、国内各地域で

地域材利用の促進の観点から、小学校に対し

て様々な出前授業や現地研修などの学習機

会が提供されている。しかしながら、木材を

利用する側の視点とは異なり、森林を育成す

る視点に重点が置かれているのが特徴であ

った。 
 以上から、初等教育においては、当該学習

プログラムを運用するためには、各教科で学

んだ森林・生態側の視点を、総合学習の中で

結びつけ、新たに利用者側の視点を加えるこ

とで、児童に総合的に自然環境と人工環境を

統合して考える機会を与えられるようなプ

ログラムの提示がまず必要となる。このため

には、地元の専門家と教員とそれをコーディ

ネートする住まいの木を扱う人材の育成が

欠かせないと言える。 
 学習指導要領改訂後の家庭科の教科書に

おいては「住環境学習」の扱いが顕著となっ

たものも認められたが、多様な「住環境学習」

を持続的に扱うためには、総合学習における

位置づけの他、家庭科の「住」分野と他教科

との連携が容易に可能となる事例の提示や

仕組みづくりも課題として抽出した。 
 
注 1 
ヒアリング調査で得た情報の他、日本建築学

会子ども教育支援建築会議検討委員会（設

置：2010～2011 年度）会議資料および文献

５）

６）７）

から得た資料に基づき作成した。各省庁

の法改正などの情報については、各省庁で講

評されるデータを参照した。 
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